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社会インフラのパラダイムシフト

環境問題や人口問題など社会インフラを
取り巻くさまざまな問題を発端として，社
会インフラにおける需要側の位置づけがよ
り重要となっている。
エネルギーインフラにおいては，供給側
から需要側への一方向かつ定型的なサービ
ス構造から，双方が連携して協創する構造
へと変化する動きがある。例えば，スマー
トグリッドでは，需要側がプロシューマー（a）

となって再生可能エネルギーなどの発電で
電力供給の一端を担う。また国内では東日
本大震災を契機とした電力不足への対応と

して，需要側も節電や需要調整という形で
供給側とともに電力の安定化に協力した。
この需要側と供給側の協創では，必然的に
利害の異なるステークホルダーが参加す
る。全体を統括する管理者は，環境の視点，
供給側の視点，需要側の視点などの多くの
制約を考慮しつつ，需要と供給のバラン
ス，ニーズとサービスレベルのバランス，
実効性と経済性のバランスなどのさまざま
な要因を満足する全体最適な解を見いださ
ねばならない。
また一方で，先進国を中心に社会インフ
ラの設備が老朽化しつつある。供給側だけ
でなく需要側の設備でも，効率的な保全・
保守が重要な課題となっている。
日立グループは，エネルギー，水，交通
などの社会インフラ分野において，情報と
制御を組み合わせた情報・制御システムを
構築してきた実績を持つ。近年は社会イ
ノベーション事業の推進，すなわち「IT

（Information Technology）で高度化された，
安全・安心な社会インフラをグローバルに
提供していくこと」を目標に，情報と制御
を融合した社会インフラシステムの開発に
取り組んでいる（図1参照） 。
この特集号では，供給側だけでなく需要
側の視点も含めた全体最適な社会インフラ
へのパラダイムシフトに対して，日立グ
ループがめざす技術やソリューションを，
最近の取り組みをとおして紹介する。
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図1│情報と制御の融合による社会インフラシステム
高度なIT（Information Technology）を活用して情報システムと制御システムを融合し，社会イン
フラが直面する新たな課題解決に向け貢献していく。

注：略語説明　 MDM（Meter Data Management），KaaS（Knowledge as a Service），
EAM（Enterprise Asset Management），GIS（Geographic Information System），EV（Electric Vehicle）

（a）プロシューマー
生産者（プロデューサー）と消費者（コ
ンシューマー）を組み合わせた造語で，
生産活動を行う消費者のことを指す。エ
ネルギー分野では，再生可能エネルギー
発電などのエネルギー生産も行う需要家
を指す。
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社会インフラを取り巻く動向

全体最適な社会インフラへのパラダイム
シフトが起こる背景となる問題と，パラダ
イムシフトを支える新しい社会インフラシ
ステムについて述べる。

人口問題
国連より公開されている世界の人口増加

予想によると，人口は現在の約70億人か
ら2050年には約93億人になる。新興国で
は人口の増加だけでなく都市への集中も著
しく，2050年には世界人口の約69％が都
市に居住するとされる。また，世界の
GDP（Gross Domestic Product：国内総生
産）も2010年は74兆ドルであったが2030

年には141兆ドルに増加し，このうちアジ
アが世界の約半分を占めるとされる［IMF

（International Monetary Fund：国際通貨基
金）ほか各種資料から株式会社日立総合計
画研究所作成のデータより引用］。
これに伴い，地球規模で化石燃料や水な

どの資源不足，人口集中による都市環境の
悪化などが顕在化するとされる。この問題
の解決，すなわちサステイナブルな社会の
実現に向けて，資源の多様化／高効率化／
リサイクル化，都市のコンパクト化など
が，今後解決しなければならない課題とし
て大きくクローズアップされている 1）。
このような課題を解決する新しい社会イ

ンフラシステムの開発に向けて，世界各国
でさまざまな取り組みがなされている。例
えば，エネルギー資源対策としてはスマー
トグリッドがあり 2），実用化に向けた技術
開発や実証事業，再生可能エネルギー利用
促進策が現在進められている。また，水資
源対策としては，大規模海水淡水化や水の
リサイクル活用によって，水の循環を維持
する取り組みが各地で進められている。

社会インフラの老朽化問題
供給側である社会インフラ事業者におい

て，安全性確保やサービスレベルの維持は
第一の優先課題であり，これまで保全・保
守に多大な労力を費やしてきた。このため

安全性やサービスレベルを維持しつつ，保
全・保守に関わるコストを適正化したいと
いう要求は，従来から強くあった。
その一方で，先進国を中心に，供給側と

需要側を含む社会インフラを構成する設備
や機器の老朽化の問題が顕在化しつつあ
る。例えば，国内では道路橋，河川施設や
下水道設備など，建設後50年以上経過す
る社会資本が今後急速に増える見込みであ
る。当然，維持管理・更新費の増大が見込
まれ，従来どおりの費用支出を継続すると
2030年代後半には2010年度の新設投資費
用を上回るという試算もある 3）。
保全・保守を効率的かつ効果的に実施す

るには，日常管理から中長期的管理を含む
トータルなマネジメントが求められる。設
備や機器の効率的な設備資産管理（アセッ
トマネジメント）の取り組みは一部始まっ
ており 4），供給側や需要側のさまざまな設
備や機器への展開が望まれている。

新しい社会インフラシステム

新しい社会インフラシステムであるス
マートグリッドとアセットマネジメントの
概要と，それを実現するための課題につい
て述べる。

スマートグリッド
資源の多様化としての再生可能エネル

ギーの生産拡大とその有効活用，省エネル
ギーなどのエネルギー高効率利用の取り組
みで，需要側もプロシューマーとなって電
力供給に参加する。再生可能エネルギーは
自然環境に影響されるため，需要量に対し
て発電量が過多，または過少となりうる。
対策としては，余剰電力を蓄電池にためて
需給バランスを調整するほか，供給側から
需要側に対してピークシフトやピークカッ
トを要請して需要調整を行うデマンドレス
ポンス（DR：Demand Response）などがあ
る 5）。図2は電力のピークカットを行う場
合で，全体を統括するシステムは，スマー
トメーターなどを通じて需要側の負荷情報
を入手し，電力不足が予想される場合，需
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要側に節電要請もしくは需要側の機器を遠
隔制御する。供給側は需要側へ節電量に応
じてインセンティブを払う。

アセットマネジメント
社会インフラのさまざまな設備や機器の
保全・保守は，従来は人手による定期点検
が主体であったが，機器や設備の状態に即
したタイムリーな点検が望まれている。セ
ンサーや計測機器から入手されるさまざま
なデータと，他の情報を複合的に活用した
新しいアセットマネジメントを図3に示
す。これは複合データを地理空間上に「見
える化」し，さらには分析や診断により設

備の状態を把握する。そのうえで故障率や
保全のコストを明らかにし，設備や機器の
保全計画や設備投資に活用する。
この一連のプロセスを，ITを駆使して
サービスとして提供することにより，供給
側である社会インフラ事業者だけでなく，
工場やビル，住宅など需要側の設備や機器
の設備資産管理も支援することができる。

新しい社会インフラシステムの課題
まずスマートグリッドで考察すると，全
体を統括するシステムは，調整が難しい2

つの対象を持つことになる。1つは太陽光
や風という自然環境である。これらの発電
量は事前調整できないため，電力系統への
影響が危惧される。このため再生可能エネ
ルギーの大量導入時には，より緻密に発電
量の予測や系統状態を推定する技術が求め
られる。
もう1つは供給側から需要側間への要請

調整である。再生可能エネルギーの変動を
需要の調節で吸収する場合，需要側の個々
の要求と供給側の要請は必ずしも一致せ
ず，需要調整が不十分となる可能性があ
る。そのためには，供給側と需要側双方が
メリットある関係，電力系統の安定化（供
給側メリット）やインセンティブ（需要側
メリット）などをリアルタイム（b）かつ同時
に満足させる必要がある（図4参照）。
また，アセットマネジメントにおいては，
多数のセンサーから情報を収集してこれを
分析し，対象となる機器や設備の状態を的
確に診断して，タイムリーに保全・保守に
生かす技術が必要である。さらには社会イ
ンフラの導入・成長・成熟などの各フェー
ズに合ったサービス提供が求められる。
以上から，自然環境の予測や需要側の行
動パターン分析，大規模データ収集やその
分析とサービス提供など，いずれも高度な
ITを駆使する必要がある。

高度な ITによる情報と制御の融合

近年，情報プラットフォームには，以下
に示す大きなブレークスルーが起こり，コ
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図3│アセットマネジメント
センサーや計測機器からのデータや，ほかからのさまざまな情報を複合的に活用して社会インフ
ラの保全・保守の効率化に寄与する。

（b）リアルタイム
ここで言うリアルタイムとは，要求が発
生したときに即座に処理を実行すること
である。一般に制御システムでは，ミリ
秒単位の短いサイクルでの対応が要求さ
れる。この特集号では，より広義の意味
で捉え，必要なときに必要なサービスを
オンタイムで提供することも含める。
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ンピュータリソースが従来に比べ，圧倒的
に大規模かつ低コストで利用できるように
なった。
（1）サーバ単体の性能アップはもとより，
仮想化技術やクラウドアーキテクチャなど
の大規模分散処理技術により，高速大容量
の計算機パワーが利用可能となった。
（2）光通信やM2M（Machine to Machine）
通信など，有線／無線とも高速大容量通信
が利用できるようになり，スマートメー
ターに代表される種々の計測機器から計測
データがリアルタイムに収集できるように
なった。
（3）無線タグ，温度センサー，ひずみセン
サー，気体濃度センサーなど，社会インフ
ラでも利用されるさまざまなセンサーが，
半導体技術の進歩と相まって，高度化，小
型化，多機能化した。
新しい社会インフラシステムに求められ

る課題を解決するために，上述した最新の
高度な ITが情報・制御システムに活用さ
れることは容易に想像される。そのシステ
ム構成フレームワークを図5に示す。社会
インフラ側ではセンサーを含む計測装置と
大容量通信LAN（Local Area Network）や
M2M通信が利用され，社会インフラから
従来とは比較にならない大容量かつ詳細な
センシングデータ，いわゆるビッグデータ
の収集が可能となる。
情報制御連携環境は，このビッグデータ

の管理や分析，そして業務アプリケーショ
ンがこれら情報や知識を有効活用するため
の共通機能群から構成される。具体的
には，センサーや計測機器などからのセン
シングデータを収集管理して各システムに
提供するメーターデータ管理（MDM：
Meter Data Management），データの利活
用を目的にデータの分析や診断，シミュ
レーションする知識サービス機能（KaaS：
Knowledge as a Service），社会インフラの
さまざまな機器の資産を管理する
設 備 資 産 管 理（EAM：Enterprise Asset 

Management），分析や診断の結果や資産
の情報を地図上でビジュアルに表示する
地 理 情 報 シ ス テ ム（GIS：Geographic 

Information System）である。また情報制
御連携基盤は，これら分野共通機能群と業
務アプリケーションを連携するだけでな
く，社会インフラ間を連携させて効率的に
運用することを支援する。
以上により，バックエンドの最新の高度

な ITを持つ情報制御連携環境は，情報や
制御の業務アプリケーションが必要とする
有益な情報や知識をリアルタイムに提供す
る。これにより，情報と制御がリアルタイ
ムで機能連携し（情報と制御の融合），従
来では達成できなかった高度なタスクを達
成して供給側や需要側に付加価値を提供す
る。すなわち，「スマートグリッドにおけ
る電力系統の安定化と需要側へのインセン
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図4│供給側と需要側の双方の要求
需要側と供給側の双方の要求をリアルタイムかつ同時に満足し，全体最適としての「経済性」と「実
効性」の確保が必要である。

ビッグ
データ

MDM KaaS EAM GIS

情報制御連携環境

業務アプリケーション

情報制御連携基盤

料金管理

データ
収集 ・ 蓄積

情報 ・ 知識
提供

資産 ・ 設備
管理

エネルギー， 交通， 水 ビル， 工場 充電ステーション家

設備運用 監視制御

大容量通信LAN， M2M通信

社会インフラ

図5│高度なITを活用した情報・制御融合システムのフレームワーク
融合とは，情報と制御がリアルタイムで機能連携し，従来では達成できなかった高度なタスクを
達成して供給側や需要側に付加価値を提供することである。

注：略語説明　LAN（Local Area Network），M2M（Machine to Machine）
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ティブをリアルタイムかつ同時に満足」，
「大規模センシングデータの分析や診断に
より，社会インフラの保全・保守をタイム
リーに実行」を実現するのである。
ところで，日本の社会インフラシステム
は，インフラ事業者とサプライヤーが協力
して，さまざまなシステム技術を開発し，
社会インフラシステムを構築してきた。
日立グループはサプライヤーとして，これ
までさまざまな分野で社会インフラシステ
ムを構築してきた実績を持つ。
上述したビッグデータを分析，診断，シ
ミュレーションして価値を見いだすには，
各業種分野に関わるノウハウや知見が必要
であり，日立グループはこれまでに培った
社会インフラシステムの構築に関する経験
を生かしつつ，運用ノウハウに関してはイ
ンフラ事業者との連携を通じて提供するこ
とをめざす。

日立グループの取り組み

日立グループは，情報と制御の融合によ
る社会インフラシステム（スマートインフ
ラ）を，システムやコンポーネント提供か
らサービス提供に拡大して事業パッケージ

化することを目標に推進しているが，国内
外で進めているスマートグリッド実証事業
などを通じて，その成果は具現化しつつあ
る。この特集号で紹介する技術やソリュー
ションの概要を以下に述べる。

エネルギーソリューション
デマンドレスポンスは，海外ではすでに
一部機能が実施されており，国内でも4地
域実証（c）などで取り組まれている。また，
2012年は電力需給逼（ひっ）迫時に備えて
のピーク需要抑制サービスが実施され，
日立グループもデマンドレスポンス事業者
として参加した。これは電力事業者からの
調整依頼に基づいて，ビル群のエネルギー
管理を行うアグリゲータと連携して需要家
側の需要抑制を行うサービスである。また
今回の経験を生かして，調整能力機能強化
として国際標準規格に準拠したデマンドレ
スポンスシステムの開発に取り組んでいる
（本誌p.25参照）。

水ソリューション
日立グループは，インドなどで海水淡水
化や水処理事業を進めている。水不足，水
設備の老朽化，技術者減少の問題解決をめ
ざし，水処理や送排水施設などの水環境イ
ンフラに高度な ITを活用する「インテリ
ジェントウォーターシステム」構想を進め
ている（図6参照）。これは，水・エネル
ギー・情報の流れを，水に着目して全体最
適化するもので，「事業運営」，「水運用」，「水
処理制御」，「水処理設備」の分野ごとに開
発を進めている（本誌p.30参照）。

交通ソリューション
日立グループは ITS（Intelligent Trans-

port Systems）や，さまざまな情報をセン
ターから車載端末に提供するテレマティッ
クスシステムの構築実績がある。都市環境
問題の解決に向けては，公共交通のCO2

排出を削減する運行支援の実証に取り組ん
でいる。また，ハワイにおいてEV（Electric 

Vehicle）管制と配電系統を連携させ，EV

を活用して再生可能エネルギーを高効率に

事業計画支援
アセットマネジメント
管路情報管理
顧客情報管理 など
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図6│インテリジェントウォーターシステムの例
水処理システムと情報・制御システムの連携により，地域の水循環を最適化する。

（c）4地域実証
北九州市，関西文化学術研究都市（愛称：
けいはんな学研都市），豊田市，横浜市
で取り組まれているスマートコミュ
ニ テ ィ 実 証。HEMS（Home Energy 
M a n a g e m e n t  S y s t e m），B E M S
（Building and Energy Management 
System），EVなどを組み合わせて，エ
ネルギーの「見える化」やデマンドレス
ポンスなどのエネルギーマネジメントシ
ステムの実証を推進中である。
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利用する実証事業，独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の
「島嶼（しょ）域スマートグリッド実証事業
（正式名称：Japan-U.S. Island Grid Project）」
を推進中である（図7参照）。

運用・保守サービス
社会インフラの効率的な運用・保守に向

けて，日立グループは，運用・保守に関わ
るさまざまなノウハウや知識を高度な IT

を用いて提供する運用・保守（O&M：
Operation and Maintenance）サービスの開
発を進めている。これは，世界各国で進展
の状況が異なる社会インフラに対して，「導
入」，「成長」，「成熟」といったそれぞれの
過程に合わせて，各国の事情や社会インフ
ラ事業者の事業環境の変化に応じた順応性
の高いサービスをインフラ事業者と連携し
つつ提供することを目的とするもので，鉄
道システムを適用事例として紹介する（本
誌p.34参照）。

知識サービス機能
社会インフラの各業種ソリューションや

運用・保守サービスに提供する知識サービ
ス機能の開発を推進している。エネルギー
ソリューションを支援するシミュレーショ
ン技術として，スマートグリッドシミュ
レータや，電気と熱を融合したエネルギー
ネットワークシミュレーション技術を開発
している（本誌p.38参照）。
また，ビッグデータ利活用では，「モノ」，

「ヒト」，「コト」の分析技術やサービス開
発に取り組んでいる。情報・制御の観点か
ら「モノ」，つまり設備機器に関わるビッ
グデータ利活用の取り組みとして，ガス
タービンやビル設備での取り組みを紹介す
る（本誌p.44参照）。

情報制御連携基盤・情報セキュリティ技術
電力と交通など社会インフラは相互に連

携し，需要側に多様な価値を提供してい
る。連携する社会インフラシステムの相互
接続性，信頼性，拡張性を維持しつつ，シ
ステムが必要とするさまざまなデータをリ

アルタイムに提供する情報制御連携基盤の
開発を進めている（本誌p.48参照）。
また，社会インフラシステムにおいて，

セキュリティ確保は重要な課題である。
日立グループはセキュリティに関わるさま
ざまな技術やシステムの開発実績があり，
社会インフラ向けのサイバーセキュリティ
として，処理負荷が軽い高度な暗号技術や
社会インフラシステムの運用負荷を軽減す
るセキュリティ技術の開発に取り組んでい
る（本誌p.54参照）。

グローバル展開
わが国の社会インフラを，官民一体と

なって，新興国をはじめとする海外にも展
開していく動きが加速されていることは周
知のとおりである。その一方で，グローバ
ルな動向として，社会インフラも国際標準
準拠とする動きがますます強くなってい
る。社会インフラのグローバル展開を日本
として推進するには，強み技術を標準化す
ることはもとより，事業領域を囲い込むこ
とを目的に，事業領域を定義するサービス
標準も推進する必要がある。わが国の社会
インフラ事業者やサプライヤーは，関係省
庁とも連携して，スマートグリッドやス
マートシティなどの分野において，ISO

（International Organization for Standardi-

zat ion）/IEC（Internat ional  Electro-

technical Commission）/ITU（International 

Telecommunication Union）などの国際標
準化団体への提案活動を推進している。

EV管制

蓄電池

EV充電ステーション

変電所 変圧器
住宅

需要側管理

M2M通信

情報制御連携基盤

電力管理

μDMS

図7│ハワイの実証事業におけるシステム構成
交通インフラと電力インフラが連携して，再生可能エネルギーの有効活用を実現する。

注：略語説明　DMS（Distribution Management System）
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日立グループもこれらの活動に協力してい
る（本誌p.58参照）。

スマートインフラの実現に向けて

社会インフラを取り巻くマクロな動向か
ら，社会インフラのパラダイムシフトに向
けて解決しなければならない課題，高度な
ITを活用した情報と制御の融合に向けた
日立グループの取り組みについて述べた。
この高度な IT，すなわち大規模分散処理
技術は，データセンター，検索エンジン，
スマートフォンのアプリケーションなど，

情報システム分野で活用されている。しか
し，電力，水，交通の社会インフラを支え
る情報・制御システム分野への展開はこれ
からの段階であり，その全貌や社会的イン
パクトはまだ十分には明らかになっていな
い。日立グループは，これまで，高信頼・
リアルタイム技術，ネットワーク制御技
術，自律分散システム技術などを提供して
きた。これらにこの高度な ITを，文字ど
おり「融合」した情報・制御融合システム
を具現化することに引き続き注力し，地球
規模で起こりつつあるさまざまな問題や課
題の解決に貢献する所存である。
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